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４．両公社の事業運営

「両公社の目的、事業内容は、適切だったか」

5

４-１．事実

10

（１）両公社の設立

ア．社団法人滋賀県造林公社の設立

昭和４０年(1965年）４月１日に、「びわ湖周辺の山間部に大規模な造林を実施し、森

林のもつ水源かん養の機能を高め、びわ湖に流入する水を高度に産業用水として活用

15 しうるようにするとともに、森林資源を造成し、後進地域に対して雇用の場を与え、生活

経済の安定を図ること」（（社）滋賀県造林公社設立構想）を趣旨として、滋賀県および

県内の市町村や関係団体により、社団法人滋賀県造林公社（滋賀県公社）が設立され

た。

設立前から淀川下流の利水団体から琵琶湖の水資源開発に大きな期待があったた

20 め、滋賀県は公社で構想した３０,０００ｈａの造林のうち県単独で行うとした１０,０００haを

除く２０,０００haに下流団体の協力を求めたが、１０,０００ｈａの範囲で協力を得ることにな

【表-２】 社団法人滋賀県造林公社社員加入状況

加 入 日 県 内 （加入時の市町村名） 県 外

昭40.３.１ 滋賀県、大津市、彦根市、堅田町、志賀町、甲賀町、
土山町、信楽町、日野町、永源寺町、愛東村、多賀町、
伊吹村、米原町、浅井町、高月町、木之本町、余呉村、
西浅井村、マキノ町、今津町、朽木村、高島町、
滋賀県森林組合連合会

昭42.３.27 安曇川町 大阪府、大阪市

昭42.12.24 甲南町、湖東町 兵庫県

昭43.３.26 神戸市、伊丹市、
阪神水道企業団

昭43.３.30 尼崎市、西宮市

昭44.３.31 甲西町、秦荘町

昭45.６.１ 山東町

※昭和56年に高月町退社
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り、昭和４１年度(1967年度）から４２年度（1968年度）にかけて大阪府、大阪市、兵庫県

の他兵庫県内５団体が社員に加入した。

イ．滋賀県公社の事業計画と収支見通し

5 当初の計画では、昭和４０年度（1965年度）から１５年間（昭和５４年度(1979年）まで）

に１０,０００ｈａの造林を分収造林（分収割合は土地所有者４０％、公社６０％）により行

い、主伐は４０年生から行うこととし、経営期間は５４年間（昭和９３年度（2018年度））とし

ていた。

その後、滋賀県公社は、下流社員の参画に伴い、経営期間を昭和８９年（平成２６年

10 度（2014年度））までの４９年間とし、造林を昭和４１年度（1966年度）からの１０年間（昭

和５０年度（1975年度）までで行うこととした。

資金計画としては、事業費の８０％を公庫から借入れ、他は滋賀県および下流社員

からから借り入れることとし、公庫への償還は間伐収入、利子収入および社員借入金

で、社員借入金の償還は、間伐収入、主伐収入で充てることとしていた。

15 なお、公庫からの借入に当たっては、両公社が担保となる資産を有しておらず、貸付

決定において公庫から滋賀県の損失補償を求められたため、滋賀県は損失補償契約

を締結した。

補助金については滋賀県の負担が必要になること、融資利率が補助残の場合は

６.５％、非補助の場合は３.５％であって非補助の融資が有利であると考えられたこと、

20 保育については当時は補助金の対象でなかったこと、下流府県と共同で行うという考え

方から滋賀県のみが県分を上乗せして補助金を出すことはバランスを欠き適切でないと

考えられたこと、また、滋賀県としては補助金を一般民有林の造林に回す必要があった

ことなどから、補助によらず融資によることとしていた。

昭和８９年（平成２６年（2014年））の最終期における収支差額は、約８４億円と見込

25 み、これを造林事業に再投資することとしていた。

この事業の効果としては、次が上げられていた。

・ びわ湖の水源地帯に１０,０００ｈａの造林を行うことになり、１億３千万トンの保水機

能

・ ４００万m3の木材生産

30 ・ 山村へ２６０万人の雇用の場の提供

・ 立木収入の分収金（約１３７億円）が山村に入り、上記の雇用収入ともに山村経済

振興に寄与

・ 一般民有林の造林と森林経営意欲の向上

35
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ウ．財団法人びわ湖造林公社の設立

昭和４７年（1972年）の琵琶湖総合開発特別措置法の施行に伴い、琵琶湖総合開発

における下流融資金制度により、淀川下流の利水団体として、大阪府および兵庫県か

ら滋賀県に５０億円が貸し付けられたことを受け、公庫からの融資とこの貸付金により事

5 業を行うこととした。

この実施主体については、滋賀県公社の下流社員と琵琶湖総合開発の下流融資金

に係る下流地方公共団体が若干異なること、この資金が滋賀県公社の社員貸付金とは

性格が異なること、事業計画内容などが異なることなどから、別の組織を設立する方が

適当とされ、昭和４９年（1974年）３月２６日に財団法人びわ湖造林公社（びわ湖公社）

10 が、滋賀県の出捐により設立された。

これに伴い、これ以降、びわ湖公社が植林とその森林の保育を行うこととなり、滋賀県

公社は新たな植林を行わず、これまで滋賀県公社が造成した森林の保育を行うこととな

った。なお、両公社の事務は１つの事務局で行っており、職員も兼務となっている。

15 エ．びわ湖公社の事業計画と収支見通し

琵琶湖総合開発計画では、昭和４７年度（1972年度）から昭和５６年度（1981年度）に

かけて、造林２８,７２０ｈａ（うち拡大造林２７,５００ｈａ）を行うこととされたが、この中で、び

わ湖公社は、公社方式により計画された大規模造林１３,６００ｈａのうち、滋賀県公社の

実施予定分１,１００ｈａを除き、１２,５００ｈａの造林を分収造林（分収割合は土地所有者

20 ４０％、公社 ６０％）により行うこととなった。

主伐は４０年から、事業期間は４９年間（昭和９６年度（2021年度）まで）とした。

資金計画としては、事業費の８０％を農林漁業金融公庫から借入れ、残りは下流融

資金を原資とする琵琶湖総合開発資金管理財団から借り入れることとし、公庫の借入

金の返済は間伐収入、主伐収入および同財団からの借入金、管理財団からの借入金

25 は主伐収入で充てることとしていた。

最終期における収支差額は約８億円と見込み、これは琵琶湖の水源かん養事業に

寄付するとしていた。

この事業の効果として、次が上げられていた。

・ 保水機能を高めることは、湖水位の安定と治水効果の増大を図る上で大きな効

30 果がある。

・ 保水機能は、１２,５００ｈａで１億６千万トンとなり、現状（広葉樹林、伐採跡地）と比

べて８,０００万トンから１億６５０万トンの保水量が増加する。

35
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・ ４６０万m3の木材生産

・ 地元森林所有者に多額の分収金（約２５８億円）、地元山村の経済基盤の確立、僻

地の後進性の改善

・ 機械化作業等の造林技術の導入

5 ・ 山村労働者の雇用の近代化

・ 一般民有林の造林意欲の高揚

・ 林業技術の普及

・ 作業の協業化

10 （２）両公社の事業の実施

ア．両公社の植林事業

滋賀県公社は、湖東、湖西、湖北地域を中心に毎年１,０００ｈａ前後の造林をすす

め、昭和４７年度（1972年度）までに約７,１１６ｈａの植林を行った。

びわ湖公社は、昭和４８年度(1973年度）に、当該年度分１,０００ｈａについて滋賀県公

15 社への委託により事業を開始し、平成元年度（1989年度）までに１２,５０７ｈａの植林を行

った。

なお、滋賀県公社では、下流団体の参画により１０,０００ｈａの植林を行うことになって

いたが、その後びわ湖公社が琵琶湖総合開発による下流融資金を財源として引き継い

で植林したものを合わせると、当初の県の長期造林計画で下流の協力を得て公社方式

20 で植林を予定していた３０,０００ｈａのうち、約２０,０００ｈａが植林されたことになる。

植林に伴う苗木については、滋賀県公社の設立当初では、一部直営生産も計画さ

れていたが、結果的には購入によるものとなった。
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【図-１９】 両公社の樹種別植林の状況

イ．両公社の保育事業

両公社は、植林に伴う補植、改植、下刈、つる切り、施肥、木起こし、根踏み、病害虫

5 獣防除、作業道開設、境界保全、表示板設置などの保育事業を行った。

これは、柱材生産を目標として、最終的に概ね１ｈａ当たり８００本から１,０００本くらい

になるような保育施業を行ってきたものであった。

これらの作業は基本的に請負で行い、森林組合の請負が約６０％程度を占めてい

た。

10 雇用された労務者は、最盛期で年１,６００人程度に及び、うち県外からの労務者が最

盛期で約７７％程度となり、宮崎県や岐阜県などからの労務者が多かった。

この間、事業費は、保育、中でも積雪地域における木起こし等に多くの経費を要し、

昭和５６年（1981年）や昭和５９年（1984年）の豪雪で多大な被害を受けたこと、また、び

わ湖公社の植林が始まった昭和４８年（1973年）頃から、オイルショックにより物価が急

15 激に上昇し人件費が全国的に高騰する中、両公社の労務単価も高騰したことにより、当

初見込まれた経費より遙かに増加した。

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

昭40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 平元
（年度）

（ha）
【樹種の割合】

スギ

ヒノキ

マツ

スギ
13,069ha
（67%）

ヒノキ
5,909ha
（30%）

マツ
645ha (3%)

19,623ha

滋賀県造林公社が植林 びわ湖造林公社が植林



- 42 -

【図-２０】 造林公社の事業量（面積）の推移 （２造林公社合計）

【図-２１】 造林公社の事業費（経費）の推移 （２造林公社合計）
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【図-２２】 １ha当たりの事業単価（計画と実績）と労務単価の推移

ウ．両公社の債務増

両公社は、こうした経費が増加したこと、および国内材需要が減少し木材価格の低迷

5 により予定された間伐収入が得られず新たな借入を必要としたことから、当初予定して

いた以上に借入額が増加し、これに伴う利息も増加した。

また、下流団体の融資は複利のため条件改定を働きかけたが、結果的に実現できず

利息が増大したこともあいまって債務が増加し、平成19年度末債務残高は両公社で約

１,０８０億円（未払利息を含む）となった。
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【図-２３】 造林公社の借入金と債務残高の推移 （２造林公社合計）

エ．その他の両公社の事業等

両公社は、昭和５２年（1977年）の共同水源林造成制度の発足に伴い同年に共同水

5 源林造成法人として全国で初めて指定を受け、公庫の融資率が９０％から１００％とな

り、また補助金の諸掛費（労務厚生費、測量費等）が、１６％から２７％となった。

また、分収林特別措置法に基づき、びわ湖公社が昭和５９年(1984年）１月に、滋賀県

公社が平成２年（1991年）３月に森林整備法人の認定を受けた。

びわ湖公社は、昭和５９年(1984年）３月に旧信楽町（現甲賀市）において分収育林

10 事業に着手し、平成７年度（1995年度）までに１１箇所、計約５６ｈａについて行った。

びわ湖公社は、林業労働力確保の促進に関する法律（平成８年（1996年）５月施行）
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【表-３】 平成１９年度末の造林公社の債務残高 （２造林公社合計）

（単位：百万円）

元 金
借入先 未払利息 計 遅延損害金 借入金利

（借入残高）

農林漁業
４４，４１９ ３，９０１ ４８，３２０ ２，５６７ ０～６．５％

金融公庫

単利3.5％、複利3.5％、
滋 賀 県 ３６，０１３ ６，４９８ ４２，５１１

無利息

下流団体 ８，７０５ ８，４７７ １７，１８２ 複利3.5％

計 ８９，１３７ １８，８７６ １０８，０１３ ２，５６７

※ 琵琶湖総合開発資金管理財団は平成９年度末に廃止。これに伴い、琵琶湖総合開発資金管理財
団が滋賀県から借入れていた債務をびわ湖公社が引受けたことから、琵琶湖総合開発資金管理財
団の債務は滋賀県に計上している。



- 45 -

に基づく林業労働力支援センターとして平成１４年（2002年）４月１日に滋賀県から指定

を受け、厚生労働省および滋賀県からの受託や補助により、雇用に関する相談・指導

業務、研修やセミナーの開催、高性能林業機械の貸付等を行った。

この他、両公社は、収入の確保のため、滋賀県や市等から、自然公園の監視指導業

5 務、ヨシ群落の刈取清掃業務、県立近江富士花緑公園（野洲市）等の公園管理業務、

北川ダム用地測量業務、姉川ダム立木伐採処理業務等の受託事業を行った。
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４-２．両公社が経営悪化に至った要因の分析と評価

（１）両公社の目的と効果

ア．両公社の多目的性と優先順位の問題

5 両公社は、それぞれの定款や寄付行為からも明らかなように、水源かん養機能の向

上、森林資源の造成、後進地域における雇用の場の創出と生活経済の安定、さらに林

業技術の普及など、さまざまな公共的な目的を与えられていた。そして、大規模な分収

造林を行うことによって、事業は採算面でも成り立ち、かつ、これらの公共的な目的も全

て達成できるものとされていた。

10 採算面から分収造林が成り立つということを前提とする両公社の経営と、両公社にこ

うした多様な公共的な目的があることが、どのようなバランスで行われるべきか、あるい

は、多様な公共目的の優先順位はどうあるべきかは明らかでなく、その時々によって公

社の主たる目的が使い分けられてきた面がある。また、ある観点からマイナスであっても

別の観点からはプラスがあれば投資を行う、といったような経営判断はなかったと考えら

15 れる。

なお、こうした多様な公共的な目的がどの程度達成されたのかということについては、

これまで個別に十分検証されたことはなく、平成８年（1996年）に作成されたびわ湖公社

の経営の指針においても、造林実績の他は、山村振興の面で県外労働依存が増え、

中山間地域の経済振興という意味では充分貢献できなかったことが述べられているが、

20 たとえば水源かん養効果は当初の目的を達したかなどは触れられていないため、ここで

改めて分析評価をしておく必要がある。

イ．森林資源造成の目的と効果

多くの林業公社が設立された時代は、国の政策として、広葉樹と比べて成長が早く、

25 また建築資材等として適した針葉樹の森林資源造成を目的に人工造林が進められて

いた。

林業公社があったことによって、このような大規模な拡大造林を行うことができ、特に

積雪の多い日本海側を含む薪炭林地域や、林業の後発地である滋賀県のようなところ

が、人工林率を高めようとする国の長期の森林資源造成計画の達成に向けて、先進地

30 域に追いついたともいえ、その効果は認められる。

しかし、特に滋賀県の両公社においては、当時大きな課題であった湖辺の治水に対

応する県内のニーズおよび下流府県から期待の高かった下流への利水の両面から、琵

琶湖の湖水位の安定に寄与することが重視されており、他府県と比べて、森林資源造

成に対して水源かん養機能の目的のウェイトが相対的に高かったと考えられる。
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ウ．水源かん養効果の目的と効果

①水源かん養効果の見込みの妥当性

両公社の設立構想では、当時の学術報告に基づき、広葉樹を針葉樹に転換する

5 ことによって、保水機能が向上することが見込まれていた。

この点、広葉樹、針葉樹双方を含む多様性のある森林が理想とされ、一般にもそ

のように理解されており、国の政策も多面的機能を重視する森林づくりとして針広混

交林などが推進されている現在の常識とは、全く異なっていたことは認識する必要が

ある。

10 こうした当時の見込みに対して、見込み通りの保水機能の向上があったかを数値

で示すことは現段階では困難である。

しかし、現在の通説によれば、保水機能の多寡は、本来の地質と長い年月にわた

って形成されてきた土壌の状況によるものであり、広葉樹を針葉樹に変えたから短期

間に土壌が変化するというようなものではなく、むしろ土壌の保全がされるよう森林が

15 適切に維持されているかが重要であるとされている。

現時点から考慮すれば、採草跡地などで自然で森林の回復が難しいところについ

ては土壌の保全のため植林が必要であったところもあるとは思われるが、基本的に薪

炭林が徐々に利用されなくなり自然林となっていく途上であったものについて、水源

かん養の必要上から皆伐して拡大造林するだけの合理的な理由があったとまではい

20 えないのではないかと考えられる。

さらに、経営期間終了後は、当初は収益が予定されこれを再造林に投資すること

が予定されていたことから、水源かん養機能をはじめ近年注目されている多面的な

機能の維持が期待できたと考えられるが、伐採後再造林が期待できない状態にお

いて、水源かん養機能の確保という目標の達成についてどのように対応するのか

25 は、平成７年（1995年)に作成された滋賀県公社の経営計画においても伐採後の対

応は検討すべき課題とされているのみで明らかになっておらず、目的達成に対する

姿勢としてあいまいな点が残る。

②水源かん養目的と資源造成

30 こうした水源かん養、あるいは国土保全という目的は、近代の造林政策の開始以

来、いわば予定調和的に必ず言われてきたことであり、実際はこれを目的の一つに

挙げつつ、本来必要とされていた森林資源造成を行ってきたという考え方がある。

その意味では、水源かん養機能の向上は、両公社の設立に当たっては、いわば当

然の目的ではあった。

35 しかし、先述のように、滋賀県においては，森林資源の造成とあわせて、湖辺の治
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水および特に下流府県から期待の高かった利水の両面から、琵琶湖の湖水位の安

定に寄与するため、周辺森林の水源かん養機能の向上は特に重視されていたこと、

このため針葉樹林化による保水能力の向上が意図されていたことも事実と考えられ

る。

5 また、水資源開発を求めていた下流府県側にも、植林により保水機能が高まるの

であれば、琵琶湖・淀川を通じて自らに効果があるという考え方もあったと考えられ、

水源かん養機能を重視する特殊な事情があったと思われる。

エ．山村振興の目的と効果

10 両公社の設立に当たっては、造林事業による雇用の創出と、収益分収により、山村

の生活経済の振興の効果が見込まれていた。

これは、当時の滋賀県の農林漁業振興の政策として、農林漁業全般にわたって振興

策が講じられたことの一環と考えられる。

結果として、雇用の創出については、造林の開始当初は、県内の労務者の割合も高

15 く、中には集落全体で滋賀県公社の事業に関わった例や、森林組合に雇用を与えたと

いう点もあり、ある程度貢献したと考えられる。

しかし、滋賀県が予想外に急速に内陸工業県として発展し、山村の労働者が第二次

産業に流れることとなり、大規模造林を実施するため労働力が不足したことから、労務

者を県外に頼ることとなり、結果的にその割合がむしろ多くなり、雇用による山村振興の

20 成果は充分ではなかったと考えられる。

なお、後年になると、事業量が減少したこともあって、県外の労働者が減少し、また、

県外からの労務者も地元に定着してきた例も見られ、現在では労務者は県外県内が概

ね半分ずつ程度になっている。

また、収益分収による経済面での効果は、まだ主伐期が到来していないため結果が

25 出ていないが、現在の長期収支見通し、あるいは分収割合の変更を進めている状況か

ら考えて、期待された効果には遙かに達しないものと考えられる。

なお、分収造林契約に伴って実施した境界の確定・保全は、土地所有者から評価さ

れている。

30 オ．技術普及の目的と効果

両公社は、大規模な造林や保育を通じた育林の技術、間伐モデル林の設定、滋賀

県で両公社が率先して始めた、クマ、シカによる皮剥ぎ防止のためのテープ巻きなどの

点で、一定の技術の普及に成果を上げたと考えられる。

35
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カ．近年注目されている森林の効果と上下流の連携

現在では、このような両公社の設立目的の他、例えばリクリエーションや地球温暖化

への対応などの多様な機能について、一般の森林に対する関心は高まっている。こうし

たことを受けて、滋賀県では、琵琶湖森林づくり条例が制定され、また、森林づくり県民

5 税が創設されている。

上下流の連携という観点についても、両公社や琵琶湖総合開発による水資源開発を

基本とした融資による下流府県の協力と異なり、環境目的などさらに幅広い目的で森林

の保全のため資金提供を行い、あわせて住民が交流するといった上下流協力の事例

が全国で見られるようになっている。

10 こうしたことは、造林公社問題の要因とは直接的に関係はないが、今後の公社営林

のあり方を検討するに当たっては、こうしたことをどのように反映し、県民の理解を得てい

くのかは、重要な課題と考えられる。

（２）両公社の設立の妥当性

15 ア．両公社のビジネスモデルの妥当性

両公社は、当初は経営も成り立ち、かつそれによって、水源かん養や山村振興等の

公共目的も共に達成できると考えられていた。

しかし、外部に労務を頼り、採算性の低い奥地の造林を行い、さらにその経費を補助

に頼らず全て融資を使って運営するというビジネスモデルは、もともと資産を有しない林

20 業公社にとっては、こうしたコストがカバーできるだけの木材価格が維持・上昇をすると

の前提でのみ成り立つものであった。これは、特に超長期を要する林業において、継続

的な経営という観点からは、非常にリスクの高いものであったと考えられる。

また、全国的なことではあるが、林業公社は、住宅供給公社のように借入金があって

もそれに見合う対価物を有する公社とは基本的に異なり、借入金の対価物の価値が遠

25 い将来ではないと発生しないことから、そもそも公社の経営としては無理があったのでは

ないかと考えられる。

しかし、木材価格の下落などの状況の変化があった場合への対応策が予め講じられ

ていたとは考えられず、また木材価格の下落への対応は両公社としてそもそも限界があ

り、経営という観点からは大いに問題があったものと考えられる。

30

イ．外郭団体の設立と問題点

今回の問題の本質とは直接関係はないが、両公社を設立は、滋賀県が自由に運営

でき、また人事に活用できるポストが用意できるという外郭団体を設立することが動機の

一つではなかったかと推測される。

35 両公社に限らず、全国で多くの林業公社が設立されたが、こうしたことは他の林業公
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社おいても同様に設立の一つの動機となっていた可能性がある。ただし、当時は、外郭

団体を国の政策に従って作ることには特に問題とはされず、むしろ当然の施策と考えら

れていたのではないか、と推測される。

5 ウ．両公社の設立の妥当性

このように、両公社の設立の目的とそのビジネスモデルについては、さまざまな問題

点があるものの、国が事実上公社の設立を推進する施策をとっていたと考えられること、

国産材の需要は増大し木材価格も値上りをしていたこと、全国的にも同様の林業公社

が設立されていたこと、この事業が成功すればさまざまな目的を同時に達成することも

10 あり得たこと、当時、地方公共団体に準じたこのような公社が破綻することは考えられな

かったこと等からすれば、設立時点で現在の状況を予測することは困難であったと考え

られ、ただちに公社の設立そのものが不適切な判断であったとはいえないと考えられ

る。

15 （３）公社の事業実施内容の妥当性

ア．両公社の大規模造林事業の妥当性

先述のように、滋賀県において両公社があったからこそ年間１，０００ｈａもの拡大造林

を行うことができたのは事実であり、滋賀県の人工造林のうち公社造林が占める割合

は、他府県と比べても高くなっている。

20 当初の造林計画を達成するためには、両公社は特に労働力の確保に多大な努力を

行ったが、労務に関する経費は大きく増嵩した。

また、資金調達も大きな課題であったが、それを当初は補助金を全く受けず、融資に

依存したことから、面積あたりの債務残高として見れば特に滋賀県は突出したとはいえ

ないものの、総額としては１,０００億円を超え、その負債額は全国の林業公社の負債額

25 の約１０％を占めるような突出した状態にまでなっている。

このような経費の増嵩、債務増加になりながら、このような大規模な造林を継続して

行う必要があったのかについては、費用対効果面では、問題があると考えられる。

イ．両公社の事業（植林、保育）の内容の妥当性

30 ①両公社の造林の目標の妥当性

両公社は、コストの削減とともに、長伐期化による自然増加を図り、この長伐期化に

適応した効果的・効率的な保育作業を実施するために保育基準を変更し、たとえば

枝打ちを高さ８ｍまでから４ｍまでに下げるなど当初の生産目標としていた無節の柱

材中心からの転換を図るべく対応してきた。

35 しかし、市場ニーズの変化に合わせて市場価値を高めるための対応は十分ではな
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かったと考えられる。

今後、公社営林の有効活用を図るためにも、市場ニーズを的確に把握し充分な検

討が必要である。

5 ②両公社の植林・保育の適切性

両公社が、実際に行った植林や保育の内容について、技術的に適切に行ってい

たかという点について見ると、急速かつ大規模な拡大造林を行うため、そして植林す

る場所を確保する必要があったことから、北部や西部の積雪地帯や、また、気象条件

が厳しい県境の尾根など、生育条件が悪く適地適木という点で問題があると思われる

10 ところにまでも、拡大造林が行われたという問題点がある。

当初から林業公社の役割として、第一義的には、私有林では困難な山間僻地に

行うことが国の方針で示されていたことを踏まえ、また、過失や怠慢がなかったとして

も、結果として生育が悪い森林や、多くの被災林を生み出すということにもつながった

ことは、植林の内容そのものに問題があったと考えられる。

15 また、そもそも、水源かん養機能を高めるという目的でありながら、多くが薪炭林で

あった広葉樹林の皆伐を行った結果、水源かん養に重要とされるその土壌に損失を

与えることになったのではないかとの懸念もある。

ウ．両公社の造林事業のコスト高の理由と妥当性

20 両公社は、大規模な植林を行ったこと、また、奥地や積雪地帯にまで植林を行った

ことから、植林経費に加えて、その後の毎年かかる保育経費を多大に要することにな

り、また、積雪に対する木起こしの経費なども余計にかかることになった。

このことについて、両公社の設立構想（当初の計画）と事業開始から平成１９年度

（2008年）までの事業費の実績を比較して見ると、滋賀県公社の場合は、設立構想で

25 は約３６億円の見込みに対し実績では約１５８億円、びわ湖公社の場合は、設立構想

では約１２８億円の見込みに対し実績では約４０６億円と大幅に増加している。

この事業費のうちの多くを占めている労務賃金については、昭和４０年代後半に賃

金が急騰する時代に、大規模造林に対応するため労務を確保することになったこと

から、さらにコストのアップにつながり、これらが事業費の増嵩の大きな要因の一つと

30 なった。

これに対して、特に植林の終了前後から、職員の削減、事務所の削減、森林国営

保険料の見直し、社有車の減車、労務宿舎の削減、保育基準の見直しなど、一定の

コストの削減に取り組んできたが、その効果は限定的であった。

35
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エ．両公社の債務増の理由と妥当性

こうしたコストの増加と合わせて、両公社の設立構想と事業開始から平成１９年度

（2008年）までの間伐等の収入（分収林事業収入）の実績を比較して見ると、滋賀県

公社の場合、設立構想では約１４７億円の見込みに対し実績では約４億円、びわ湖

5 公社の場合、設立構想では約２０億円の見込みに対して実績では約５億円と、大幅

に減少した。

このように、事業費が大幅に増加し、また間伐等の分収林事業収入が大幅に減少

したことにより、同期間の借入累計額は、滋賀県公社の場合、設立構想では約５８億

円の見込みに対し、実績では約２７６億円（設立構想の４.７倍）、びわ湖公社の場合、

10 設立構想では約２４６億円の見込みに対し、実績では約６６６億円（設立構想の２.７

倍）と大幅に増加した。

また、当初は、非補助の方が貸付利率が低く有利であったことなどから補助金を使

わなかったが、その後、債務が予定以上に増大し、一方、補助制度が充実したにもか

かわらず、補助金の導入は昭和６０年度（1985年度）からと遅れたことも累積債務の増

15 加の要因となっている。

また、下流団体からの融資は、当初市中金融機関より低利であったにせよ、３.５％

の複利計算で、市中金利の低下後もこの条件の改定ができなかったことが、債務増

加の要因となったものと考えられる。

金利の状況を見て、早めに補助金利用への方針転換と補助枠の確保の努力を行

20 い、また、一定の限界はあると考えられるが、金利改定の努力をすべきであったと考

えられる。
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5

【表-４】 滋賀県公社の当初計画（昭41.12設立構想）と実績の比較

（単位：百万円）
計画面積：１０,０００ha、 実績面積：７,１１６ha

事 業 費 分収林事業収入 ※ 借 入 金
年 度

計画 実績 計画 実績 計画 実績

昭40 ～ 昭44 ７６３ ８４２ - １２ ８７６ ９６４

45 ～ 49 １,４３６ ２,３８０ - ３９ １,７５８ ２,８４１

50 ～ 54 ８８８ ４,７２８ - ４３ １,３９９ ５,７３４

55 ～ 59 ２６０ ３,５７７ ２６３ ８０ ６７６ ５,２４５

60 ～ 平元 １３８ １,１８８ ６５６ ２８ ４２７ ３,４２８

平 2 ～ 6 ９８ ９１４ １,４１８ ６１ ３７１ ３,６１３

7 ～ 11 １４ １,１４０ １,９２４ ６３ ３１９ ３,３４８

12 ～ 16 １４ ７７４ １,５００ ９３ - ２,３９６

17 ～ 19 ５ ２９１ ８,９７０ １６ - -

合 計 ３,６１４ １５,８３５ １４,７３０ ４３４ ５,８２７ ２７,５６９

（１ha当たり） ０.３６ ２.２３ １,４７ ０.０６ ０.５８ ３.８７

※ 分収林事業収入のうち、計画では昭５８年度からの間伐収入、平１７年度からの伐採収入を見込
む。実績では公共事業等に伴う潰れ地の補償補填収入（約４１３百万円）、間伐収入（約１４百万
円）などである。

【表-５】 びわ湖公社の当初計画（昭48.11設立構想）と実績の比較

（単位：百万円）
計画面積：１２,５００ha、実績面積：１２,５０７ha

事 業 費 分収林事業収入 ※ 借 入 金
年 度

計画 実績 計画 実績 計画 実績

昭48 ～ 昭52 ２,８００ ５,４０３ - ２ ３,２４５ ６,０９２

53 ～ 57 ４,３６０ １０,３７１ - ７７ ５,４０１ １２,９４４

58 ～ 62 ２,３３９ １０,００６ - ８８ ３,８５２ １４,０４７

63 ～ 平 4 ９９６ ５,７７６ - １１５ ２,７４８ １１,００５

平 5 ～ 平 9 ７７１ ４,４２０ １６７ ７９ ２,６５８ １０,５４３

10 ～ 14 ８６５ ３,０２８ １,１２０ １４７ ２,９３１ ９,００４

15 ～ 19 ６５９ １,４４７ ７１３ ２８ ３,７３１ ２,９８４

合 計 １２,７９０ ４０,４５０ ２,０００ ５３５ ２４,５６７ ６６,６１７

（１ha当たり） １.０２ ３.２３ ０.１６ ０.０４ １.９７ ５.３３

※ 分収林事業収入のうち、計画では平９年度からの間伐収入を見込む。実績では公共事業等に伴
う潰れ地の補償補填収入（約４５２百万円）、間伐収入（約６百万円）などである。
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【図-２４】 全国および滋賀県の新植（再造林・拡大造林）に伴う

補助および融資造林の面積割合の推移

5 【図-２５】 造林公社の造林事業に対する補助金の占める割合
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（資料）「森林・林業統計要覧」林野庁、「滋賀県森林・林業統計要覧」

0

20

40

60

80

100

昭60 62 平元 3 5 7 9 11 13 15 17
（年度）

（％）

滋賀県公社

びわ湖公社


